2016年９月５日～６日
南スーダン防護隊受入れ、日中首脳会談、Ｇ20、安倍会見、民進党代表選、野党共闘小池会見、公明代表共謀罪に理解、辺野古・高江、川内原発、社説（東京─今、憲法を考える(5)ドイツ「派兵」の痛み、今、憲法を考える(7)変えられぬ原則）
防護部隊受け入れ同意＝南スーダン


４日、ジュバで、国連安保理の大使らを案内し、大統領府の弾痕を見せて回る南スーダンのキール大統領（中央）（ＡＦＰ＝時事）
　【ジュバＡＦＰ＝時事】南スーダンのキール大統領は４日、国連南スーダン派遣団（ＵＮＭＩＳＳ）増強のためのアフリカ各国軍による防護部隊受け入れに同意した。主権侵害だと反発していた従来の姿勢を軟化させた。ただ、ロムロ内閣担当相は「（受け入れの）手順はこれから決める」と述べた。（時事通信2016/09/05-07:39）
南スーダン、ＰＫＯ増派受け入れ表明
朝日新聞デジタルヨハネスブルク＝三浦英之2016年9月5日17時47分
　南スーダン政府は４日、現地で展開中の国連平和維持活動（ＰＫＯ）部隊の４千人規模の増派を受け入れると表明した。キール大統領が同国訪問中の国連安全保障理事会の理事国大使らと会談し、合意した。ＡＦＰ通信などが伝えた。
　増派は安保理が８月に決議を採択。市民の保護や空港などの警備などにあたり、より積極的な武力行使に踏み切る権限を認めている。南スーダン政府は増派を拒否してきたが、安保理側が武器禁輸の発動を示唆して交渉に臨んだため、増派を受け入れたとみられる。増派の実施時期は未定だが、ＡＰ通信は２カ月以上かかるとの見通しを伝えている。
　内戦状態の南スーダンのＰＫＯには現在、日本の陸上自衛隊の施設部隊約３５０人も参加している。（ヨハネスブルク＝三浦英之）
南スーダン、４千人規模ＰＫＯ部隊増派受け入れ

読売新聞2016年09月05日 10時22分

　【エルサレム＝上地洋実】ロイター通信によると、南スーダン政府は４日、現地で展開する国連平和維持活動（ＰＫＯ）部隊の増派受け入れを表明した。

　増派は、国連安全保障理事会が８月に決議したもので、首都ジュバなどの治安確保のために４０００人規模の部隊を派遣するという内容だ。これまで南スーダン側が難色を示してきたために、調整が進んでいなかった。このため、米国のパワー国連大使ら安保理理事国の国連大使が現地を訪問。４日には、キール大統領と会談した。増派が妨げられれば、武器禁輸を検討するとの姿勢を示し、受け入れを迫ったとみられる。

　首都ジュバでは７月、大統領派と副大統領派の戦闘が起き、内戦再燃の懸念が高まっていた。南スーダンでのＰＫＯには、陸上自衛隊の施設部隊約３５０人も派遣されている。

南スーダン　ＰＫＯ増派受け入れ　安保理と合意
毎日新聞2016年9月5日　10時30分（最終更新　9月5日　10時49分）
　【ヨハネスブルク小泉大士】南スーダン政府と国連安全保障理事会は４日、国連平和維持活動（ＰＫＯ）への４０００人規模の増派で合意したとの共同声明を発表した。南スーダン政府はこれまで増派は「内政干渉にあたる」と反発していたが、武器禁輸の発動も示唆して受け入れを求めた安保理の圧力に屈した形だ。 
　同国訪問中の安保理１５カ国の大使らは４日、キール大統領と会談していた。 
　ＡＰ通信によると、増派には２カ月以上かかる見通し。現地のＰＫＯには陸上自衛隊の施設部隊約３５０人も参加している。 
　声明によると、南スーダン政府は、ＰＫＯの国連南スーダン派遣団（ＵＮＭＩＳＳ）に対し、治安の悪化から一部地域で困難だった移動の自由を保障。内戦下での戦争犯罪を裁く特別法廷の設置も実行を約束した。 
　増派決議は８月に採択された。首都ジュバで７月に再燃し３００人以上が死亡したキール派の政府軍とマシャール前第１副大統領派の戦闘を受けた措置だ。国連施設や市民らへの攻撃が準備されていると分かれば「積極的に対処する」とし、増派部隊に強い武力行使の権限を与えている。 
日中首脳会談要旨
　【杭州時事】安倍晋三首相と習近平中国国家主席の会談要旨は次の通り。
　〔日中関係全般〕
　習氏　中日関係は、時に複雑な要素に妨害されて、脆弱（ぜいじゃく）な一面も突出している。両国は妨害を排除して、一日も早く正常な発展の軌道に戻すよう努力しなければならない。中日関係の改善発展に努力する中国の基本的な立場に変化はない。
　安倍氏　日中間には困難な問題、課題も少なくないが、戦略的互恵関係の考え方に立って、大局的な観点から、困難な課題を管理しつつ、安定的な友好関係を築いていきたい。アジア太平洋経済協力会議（ＡＰＥＣ）首脳会議で再会しよう。
　両首脳　来年の国交正常化４５年、再来年の日中平和友好条約締結４０年の機会を利用し、相互理解と信頼を深めることを約束。さまざまな分野やレベルでの対話を進めることで合意。
　〔東シナ海問題〕
　安倍氏　東シナ海での中国公船や軍による特異な活動は極めて遺憾だ。一方的に緊張をエスカレートさせる行動をなくし、状況を改善すべきだ。東シナ海の安定なくして、日中関係の安定はなく、真の意味で平和協力友好の海とするため共に努力していくべきだ。
　習氏　対話と交渉を通じて東シナ海問題を適切に処理し、東シナ海の平和と安定を共同で維持すべきだ。
　両首脳　１４日から広島で高級事務レベル海洋協議を開催し、東シナ海ガス田に関する交渉再開について協議する。防衛当局間による海空連絡メカニズムの協議を加速させることで一致。
　〔南シナ海問題〕
　安倍氏　地域の平和と安定に直結し、国際社会共通の関心事項だ。中国の適切な行動を期待する。国際法のルールを守り、周辺国の不安解消に努めてほしい。
　習氏　日本は南シナ海問題で言動に気を付け、関係改善の障害をつくらないようにすべきだ。
　〔北朝鮮問題〕
　安倍氏　北朝鮮のミサイル発射は許し難い暴挙だ。責任ある国連安保理常任理事国としての中国の建設的な対応を期待する。拉致問題で協力を期待する。（時事通信2016/09/06-00:54）
日中首脳会談のポイント
　一、防衛当局間の海空連絡メカニズムの協議加速
　一、東シナ海問題で、安倍晋三首相は遺憾の意伝達
　一、南シナ海問題で、首相は周辺国の不安解消を要請
　一、東シナ海ガス田の共同開発で、交渉再開に向け協議
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（杭州時事）（2016/09/06-00:03）
戦略的互恵関係
戦略的互恵関係　体制や価値観の違いを乗り越え、安全保障や経済、環境などさまざまな分野で共通利益を目指す考え方。第１次安倍政権下の２００６年に安倍晋三首相と当時の胡錦濤国家主席が合意した。福田政権の０８年に発表された日中共同声明にはこの原則に基づき、両国が地域や世界の平和・発展に「厳粛な責任を負う」ことが盛り込まれた。
　その後、１２年９月の尖閣諸島国有化などで、日中関係は国交正常化以降最悪のレベルに悪化。１４年１１月の首相と習近平国家主席との首脳会談では、戦略的互恵関係の原点に立ち戻って修復を図ることで合意した。（時事通信2016/09/05-15:43）
日中、偶発衝突回避へ協議　首相「尖閣」で自制求める

東京新聞2016年9月6日 朝刊

	 ５日、中国・杭州で、会談を前に握手を交わす安倍首相（左）と中国の習近平国家主席＝代表撮影・共同
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　【杭州＝古田哲也】安倍晋三首相は五日、二十カ国・地域（Ｇ２０）首脳会合出席のため訪れていた中国・杭州で習近平国家主席と会談し、東シナ海の沖縄県・尖閣諸島（中国名・釣魚島）周辺で相次ぐ中国公船の領海侵入に対し「極めて遺憾だ。一方的に緊張をエスカレートさせる行動をなくし状況を改善するべきだ」と、自制を求めた。両首脳は両国に東シナ海で不測の事態が起こることを避けるための防衛当局間の「海空連絡メカニズム」を早期に運用するため、協議を加速することで合意した。

　中国が進出を続ける南シナ海問題に関して、首相が「国際法のルールを守り、周辺国の不安解消に努めてほしい」と要請。中国国営新華社通信によると、習氏は「日本は言動に注意するべきだ」と反論した。

　両首脳は二〇〇八年の東シナ海ガス田を共同開発する合意に基づき、交渉再開に向けて、十四日に事務レベルで協議を始めることで合意した。

　両氏の会談は昨年四月のインドネシア以来、約一年五カ月ぶりで三回目。会談は約三十分間行われた。冒頭、習氏は「中日関係は時に複雑な要素に妨害され脆弱（ぜいじゃく）な面がある。一日も早く正常な発展の軌道に戻すように努力しなければならない」と述べた。首相は「困難な課題も少なくないが、戦略的互恵関係に立って大局的な観点から協力や交流を進め、安定的な友好関係を築きたい」と応じた。

　会談で、両首脳は日中両国間でさまざまな分野、レベルで対話を進めることで合意。来年の日中国交正常化四十五年などの節目を利用して、理解と信頼を深めることを約束した。

　首相は、北朝鮮の弾道ミサイル発射について「具体的措置を講じるべきだ。国連安全保障理事会の常任理事国としての中国の建設的役割に期待する」と、北朝鮮に対し厳しい対応を取るように求めた。

　「海空連絡メカニズム」は自衛隊と中国軍の不測の事態を回避する仕組み。民主党政権当時の一二年六月に大筋合意したが、同年九月に日本の尖閣諸島国有化に中国が激しく反発し、協議が中断。一五年一月から協議を再開していた。

習氏「プラス増やしマイナス減を」　自国の主張は互いに抑え

東京新聞2016年9月6日 朝刊

 　安倍晋三首相と中国の習近平国家主席による三回目の会談は、東・南シナ海の問題での対立を認めながらも、自国の主張は抑え、歩み寄りに向けた対話を重視する姿勢が強く表れた。

　習氏は会談で「プラスを増やし、マイナスを減らしていこう」と切り出した。首相も、この発言を引用して習氏に同調した。

　会談では、東シナ海での不測の事態を回避するための「海空連絡メカニズム」の早期運用に向け協議加速で一致。ガス田の共同開発に関しても、月内に事務レベルの話し合いを始めるなど具体的動きがあった。

　南シナ海での中国の海洋進出問題では、首相は「法の支配」の重要性を呼びかけたものの、中国の主権主張が否定された七月の仲裁裁判所の判断には言及しなかった。一方、習氏は前回の会談で指摘した歴史問題に触れなかった。

　日中間は沖縄県・尖閣諸島周辺での中国公船による挑発行為などで、緊張感が増していた。対立激化は、両国に不利益になるとの判断が働いたとみられる。

　だが、連絡メカニズムもガス田共同開発も、関係悪化で決裂した交渉が再開に向けスタートラインに立った段階。マイナスを減らせるかどうかは今後の交渉にかかっている。（杭州で、古田哲也、平岩勇司） 

安倍首相の内外記者会見要旨
　【杭州時事】安倍晋三首相の内外記者会見の要旨は次の通り。
　〔ＴＰＰ〕
　成長戦略のカギである環太平洋連携協定（ＴＰＰ）を停滞させてはならない。できるだけ早く国会承認を得ることで早期発効への弾みとしたい。ＴＰＰは、一定の決まったルールの中で、中小企業も海外展開に挑戦する可能性が広がる。自由化は大企業や富裕層のみを豊かにするという誤解は解いていかなければならない。
　〔臨時国会〕
　先般、事業規模２８兆円を超える経済対策を決定し、補正予算を編成した。今月召集する臨時国会で、その早期成立を図り、内需をしっかりと下支えしていく。秋の臨時国会は『アベノミクス加速国会』としたい。
　〔為替市場〕
　為替市場の動向を緊張感を持って注視し、必要な時はしっかりと対応する。
　〔北朝鮮〕
　わが国の排他的経済水域に３発ものミサイルが同時に撃ち込まれた。例のないことで、安全保障上の重大な脅威だ。地域の平和と安定を損なう許し難い暴挙であり、断じて容認できない。国際社会と手を携えながら毅然（きぜん）として、対応していく。（時事通信2016/09/05-23:30）
ＴＰＰ、早期承認に意欲＝臨時国会で「アベノミクス加速」－安倍首相


２０カ国・地域（Ｇ２０）首脳会議後に内外記者会見に臨む安倍晋三首相＝５日、中国・杭州（ＥＰＡ＝時事）
　【杭州時事】安倍晋三首相は５日夜、中国・杭州で２０カ国・地域（Ｇ２０）首脳会議閉幕を受けて内外記者会見を行った。首相は環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認案・関連法案について、「成長戦略のカギであるＴＰＰを停滞させてはならない。できるだけ早く国会承認を得ることで早期発効への弾みとしたい」と述べ、２６日召集の臨時国会で早期成立に全力を挙げる考えを示した。
　首相は、臨時国会で総合経済対策を盛り込んだ２０１６年度第２次補正予算案と、消費税増税延期のための税制改正関連法案も早期成立を図る方針を強調。「内需をしっかりと下支えしていく。秋の臨時国会は『アベノミクス加速国会』としたい」と表明した。
　ＴＰＰに対する反対論が根強いことに関し、首相は「一定の決まったルールの中で、中小企業も海外展開に挑戦する可能性が広がる。自由化は大企業や富裕層のみを豊かにするという誤解は解いていかなければならない」と述べ、国会審議でＴＰＰの利点を丁寧に説明する意向を示した。（時事通信2016/09/05-23:19）
日中関係をめぐる最近の動き
２０１２年　９月　日本政府が沖縄県・尖閣諸島を国有化。中国公船の領海侵入が急増
　　１３年１１月　中国が東シナ海に防空識別圏設定
　　　　　１２月　安倍晋三首相が靖国神社を参拝
　　１４年１１月　日中が関係改善に向けた４項目の合意文書発表。安倍首相と習近平国
　　　　　　　　　家主席が北京で初会談
　　１５年　４月　安倍首相と習主席がジャカルタで２回目の会談
　　１６年　５月　伊勢志摩サミットで、中国を念頭に「海洋の法の支配」を目指す宣言
　　　　　　　　　採択
　　　　　　６月　中国海軍の艦艇が尖閣周辺の接続水域を初めて航行
　　　　　　７月　オランダ・ハーグの仲裁裁判所が、南シナ海をめぐる中国の主張を退
　　　　　　　　　ける判決
　　　　　　８月　尖閣周辺で中国公船の挑発行動が激化。王毅外相が来日。谷内正太郎
　　　　　　　　　国家安全保障局長が訪中
　　　　　　９月　安倍首相と習主席が中国・杭州で３回目の会談（時事通信2016/09/05-15:41）
保護主義に反対＝首脳宣言で表明－今夕、閉幕・Ｇ２０
　【杭州（中国）時事】２０カ国・地域（Ｇ２０）首脳会議は５日、２日目の討議に入った。国際的な貿易・投資の強化について議論し、同日午後に採択する首脳宣言で「あらゆる形態の保護主義に反対」することを表明。国際的な課税逃れ対策を実行していくことの重要性なども盛り込む。
　日本からは安倍晋三首相が出席した。Ｇ２０首脳会議は５日夕、閉幕。鉄鋼など過剰生産問題については、首脳宣言で情報共有強化を打ち出す。
　貿易や投資に関しては、世界的に保護主義的な措置が増えていることを踏まえ、Ｇ２０として自由貿易を推進していく方針を確認。首脳宣言は、世界貿易機関（ＷＴＯ）を中心とした多角的貿易体制を確保することに加え、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）など地域貿易協定の役割の重要性について言及する。
　国際的な課税逃れ対策については、多国籍企業の租税回避防止に向けたルールを定めた「ＢＥＰＳ（税源浸食と利益移転）プロジェクト」が、京都で開いた会合で進展したことを歓迎。今後も取り組みへの参加国の拡大を求めていくことで一致する見込みだ。
　安倍首相は５日午前の首脳会議で、京都会合に関連して、「より公平・公正・透明な国際課税システムを目指す重要な第一歩だった。成果を幅広く世界に広げていきたい」と訴えた。（時事通信2016/09/05-13:31）
しんぶん赤旗2016年9月6日(火)

持続的開発へ行動計画　Ｇ２０首脳会議閉幕　政策協調を宣言

　【杭州〈中国〉＝佐久間亮】中国浙江省杭州市で開かれていた２０カ国･地域(Ｇ２０）首脳会議（サミット）は５日、低迷する世界経済について各国の政策協調の強化をうたった首脳宣言を採択して閉幕しました。同時に、「持続可能な開発のための２０３０アジェンダの実施のためのＧ２０行動計画」を確認しました。

　首脳宣言は、包摂的な成長を達成するため金融、財政､構造政策など｢全ての政策手段を活用する」としました。特に財政政策の機動的な実施を強調しました。

　一方、中国産の鉄鋼を念頭に、鉄鋼産業などでの過剰生産能力が世界的な課題となっているとの認識で一致、情報共有を図る「国際フォーラム」の設立で合意しました。また、あらゆる形態の保護主義に反対することを再確認しました。

　首脳宣言はまた、為替相場の過度な変動や無秩序な動きが経済や金融の安定に悪影響を与えることを再確認し、通貨安競争を回避していく姿勢を示しました。

　多国籍企業による税逃れが国際的な問題となる中、「世界規模で公正かつ現代的な国際課税システムを達成し、成長を促す」ことも盛り込みました。

　Ｇ２０サミット開幕前に米中が批准した地球温暖化対策の新たな国際枠組み「パリ協定」について、各国ができる限り早期に批准に向けた国内手続きを完了させることを確認し、２０１６年中の協定発効を目指すことを盛り込みました。

　安倍晋三首相は初日の会合で、「環太平洋連携協定（ＴＰＰ）を停滞させてはならない」と早期発効を訴えました。

ロ大統領「北方領土歩み寄りを」　双方に妥協必要との認識

共同通信2016/9/6 00:53

　【杭州共同】ロシアのプーチン大統領は5日、20カ国・地域（G20）首脳会合が開かれた中国・杭州で記者会見し、日本とロシアの懸案である北方領土問題を巡り「袋小路を探すのではなく、互いに歩み寄ろう」と呼び掛け、双方に妥協が必要だとの認識を示した。

　同時に、平和条約締結後の色丹、歯舞2島引き渡しを明記した1956年の日ソ共同宣言について「引き渡すと書いてあるが、どのような条件で引き渡すのか、主権がどうなるのかも書かれていない」と強調した。

　プーチン氏は、安倍氏が提案した8項目の経済協力を改めて高く評価した。

日中の共産党が応酬＝「核兵器禁止」宣言文めぐり
　１～３日にマレーシアで行われた「アジア政党国際会議」で、日中の共産党が共同宣言に核兵器禁止の文言を盛り込むかをめぐり、激しく応酬していたことが分かった。最終的には中国側の要求で削除、採択されたといい、共産党の小池晃書記局長は５日の記者会見で、「非常に不当な対応だ。１９９８年に日中両党間の関係を正常化して以来初めてだ」と中国側を非難した。
　会議には同党の志位和夫委員長が出席。小池氏によると、宣言の原案には「核兵器禁止条約の速やかな交渉を呼び掛ける」との文言が明記されていた。
　日本側は原案通りの採択を主張したが、中国側は「覇権主義だ。自分たちの意見を押し付けている」と非難。日本側は「これが押し付けなら議論はできない」と言い返した。この後、日本側は名指しを避けながら「一代表団の振る舞いは異常かつ横暴極まる」とした抗議文書を会議に提出したという。　（時事通信2016/09/05-19:40）
９条改正で違い鮮明＝支持基盤を反映－民進代表選


　憲法改正をめぐって民進党代表選（１５日投開票）の３候補のスタンスの違いが鮮明になってきた。戦争放棄と戦力不保持をうたった９条に関し、前原誠司元外相が条文追加による自衛隊明記を主張。蓮舫代表代行は９条堅持の立場だ。玉木雄一郎国対副委員長も９条改正には慎重な姿勢を示し、統治機構改革などに力点を置いている。
　蓮舫氏は５日、岡山市での候補者討論会で「９条は守る」と改めて表明した。民進党は７月の参院選の公約に「平和主義を脅かす９条改正に反対する」と明記している。蓮舫氏の発言には、支援を受ける岡田克也代表ら現執行部メンバーや旧社会党系グループへの配慮がにじむ。
　玉木氏も「海外での自衛隊の武力行使を容認するような９条改正には反対」との立場。同氏は優先課題として、旧維新の党系議員が重視する地方自治などの条文改正や憲法裁判所の設置を挙げており、維新系を取り込む意図がうかがえる。
　一方、もともと９条改正論者の前原氏は、先月２６日の出馬会見では「私一人の考え方が通用するわけではない」と自重していたが、次第に持論に回帰。５日の討論会でも、自衛隊を憲法上に位置付けるよう訴えた。
　代表選で旧社会党系グループは、前原氏の協力要請を断って蓮舫氏を支援。逆に、保守系の長島昭久元防衛副大臣が自身の出馬を見送り、前原氏支援に回った。前原氏が９条改正論の封印を解いた背景には、こうした事情がありそうだ。
　ただ、前原氏が支持基盤とする大畠章宏元経済産業相のグループには、９条改正に慎重な意見も根強い。大畠グループの増子輝彦参院議員は代表選が告示された２日、ツイッターに「９条改正せず、自衛隊を別に位置付けることで前原氏と合意したので応援する」と書き込み、前原氏にクギを刺した。（時事通信2016/09/05-20:45）
産経新聞2016.9.5 12:11更新 
【ＷＥＢ編集委員のつぶやき】蓮舫さん、「バリバリの保守」って本当ですか？　「９条守るのは私の信条」とも言ってましたが…
　「私はバリバリの保守ですよ。みんな間違っているけど。野田佳彦前首相並みの保守ですよ」。民進党代表選告示を前に産経新聞のインタビューでこう話した蓮舫代表代行（４８）。憲法９条と自衛隊の整合性については「自衛隊は戦力じゃないから。だって自衛のための防衛組織でしょ」「９条は守るというのは私の中の信条です」とも話していたが…。
　民進党初の代表選が２日、告示され、蓮舫氏、前原誠司元外相（５４）、玉木雄一郎国対副委員長（４７）の３氏が立候補、三つどもえの戦いとなった。１５日の投開票へ共産党との「民共共闘路線」の是非や憲法改正問題などを争点に選挙戦が展開される。
　蓮舫氏は届け出後、「『ワクワクする政治』と『さわやかな戦い』『女性の挑戦』を頑張りたい」と語り、前原氏は「シビアな論戦を戦わせながら、最後は一致結束して自公政権に対抗する軸を（作り）もう一度信頼を取り戻したい」。玉木氏は「変革に向けたがむしゃらな姿勢を見せない限り、党が変わろうとする覚悟は示せない。次世代の党の代表として全力で挑みたい」と抱負を述べた。
　出馬をめぐって玉木氏は出馬に必要な２０人の推薦人確保のため、旧民主党政権の「負のイメージ」を象徴する菅直人元首相の支援を得た。前原氏も犬猿の仲だった生活の党と山本太郎となかまたちの小沢一郎代表に協力を仰いだ。蓮舫氏は主流派の岡田氏ら現執行部と野田佳彦前首相、旧社会党系グループなどに加え、細野豪志氏の派閥も支持に回るなど態勢を整えている。
　前原氏はさらに「私は旧民主党政権の戦犯の１人だと思っている。多くの方が失望した」と述べた上で「国民に土下座をする先頭に私は戦犯であるからこそふさわしいのではないかという思いを強く思っている」と述べたが「言うだけ番長」でないといいが。
　しかし、３氏による共同会見は、旧民主党政権の失敗を踏まえた自己否定的発言に加え、分裂を恐れ論戦で対立が先鋭化しないよう腐心する姿勢が目立ったという。共産党との共闘について、３氏とも「連立政権」は否定したものの、共闘を完全に閉ざすことは避けた。党内保守系のリーダー格である前原氏は、持論の憲法９条改正について積極的に語らなかった。
　代表選について、日本維新の会の松井一郎代表は、「政党というのは政治信条、理念、基本政策が一致するグループだが、それがばらばら」と民進を批判したうえで上で、「選挙互助会の代表を決めるだけだ。誰がなっても一緒だろうなと思う」と語ったが核心を突いている。「バリバリの保守」ならば「民共共闘」はありえまい。（黒沢通）
民進代表選 ３陣営は地方票獲得の取り組み急ぐ
ＮＨＫ9月6日 4時23分
民進党の代表選挙では、党員や地方議員などのいわゆる「地方票」が、全体の半数余りを占めることなどから、３人の陣営は「地方票」の動向が、選挙結果に影響を与えることも予想されるとして、電話による呼びかけなどの取り組みを急いでいます。
民進党の代表選挙は、蓮舫代表代行、前原・元外務大臣、玉木国会対策副委員長の３人が立候補し、各地で討論会を開くなどして、論戦を繰り広げています。
今回の選挙では、党員・サポーターと地方議員のいわゆる「地方票」が、ポイント全体の半数余りを占めるうえ、今月１５日の臨時党大会では、「地方票」の結果が報告されたあと、国会議員らが投票することになっています。このため、各陣営は、「地方票」の動向が、選挙結果に影響を与えることも予想されるとしています。
これを踏まえ、蓮舫氏の陣営は、地域ごとに担当者を決めて、地方議員に電話で働きかけているほか、党員らに、はがきを送って支持を呼びかけています。
前原氏の陣営は、地方で独自に集会を開くほか、地方議員などに、訴えをまとめたファックスを毎日送って支持拡大を図っています。
玉木氏の陣営は、玉木氏みずからが、地方議員らに直接電話をかけて主張を説明するなどして、個別に支持を働きかけています。
郵送で投票される「地方票」は、臨時党大会の２日前の今月１３日に締め切られることから、各陣営は、「地方票」の獲得に向けた取り組みを急いでいます。
民進代表選で討論会 ３候補が党の再建策を議論
ＮＨＫ9月5日 21時15分
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民進党の代表選挙は５日、岡山市で３人の候補者による討論会が行われ、次の衆議院選挙に向けて党勢を回復させるため、地方組織の立て直しなど、党の再建策をめぐって、それぞれの主張を訴えました。
民進党の代表選挙に立候補している蓮舫代表代行、前原・元外務大臣、玉木国会対策副委員長は５日、岡山市で開かれた党主催の討論会に臨みました。
この中で、蓮舫氏は、「党の国会議員が全くいない県があり、そうした県と執行部が交流できる新たな枠組みを作って地域の声を聞いていきたい。党の常任幹事会に、地方自治体の議員の代表を入れ、地域と党をつないでいく」と述べました。
前原氏は、「まずは、政策・理念をしっかりと真ん中にすえて、党を立て直すことが大事だ。国会議員が増えれば、点から線、線から面へと広がるので、地方議員へのてこ入れを党本部が行うなどして、議員が増えるように頑張りたい」と述べました。
玉木氏は、「先の参議院選挙で、北海道や東北などでは一定の勢力を回復したが、西日本はボロボロだ。西日本での党の再生が、野党や日本の政治の再生につながる。財政的、人的支援を西日本中心に徹底的にやりたい」と述べました。
民進党の代表選挙は、今月１５日の投開票に向けて、６日は高松市で街頭演説と討論会が行われる予定です。
歳費削減で民進に協力打診へ＝維新
　日本維新の会は５日夜、党の重要課題を話し合う「戦略本部」会合を大阪市の党本部で開き、国会歳費削減など「身を切る改革」に関する法案を、２６日召集の臨時国会に提出する方針を確認した。この後、松井一郎代表は記者団に「民進党も（身を切る）改革をすると党首選挙で言っている」と指摘した上で、同党に法案成立に向けた協力を打診する姿勢を示した。　（時事通信2016/09/05-19:52）
共闘見直しの前原氏けん制＝小池共産書記局長「公党間の約束重い」
　共産党の小池晃書記局長は５日の記者会見で、民進党代表選に立候補した前原誠司氏が、両党の共闘を進めた岡田克也代表の路線を「リセットすべきだ」と発言したことについて、「公党間の約束は重い。そう簡単に『なしよ』という話にはならない」とけん制した。
　小池氏は、代表選の３候補が衆参の憲法審査会での改憲議論参加に前向きな考えを示したことについても、「（野党間の）合意に基づいて安倍政権の下での改憲反対という立場を貫いてほしい」と述べた。
　前原氏が９条改正を主張したことについては、「個人的な見解や政治信条をおっしゃる分には自由だ。政党として進むときは、政党間の合意を守っていくことになると思う」と語った。（時事通信2016/09/05-17:37）
野党共闘「無しにできぬ」　共産の小池氏、前原氏に反発
朝日新聞デジタル2016年9月5日20時46分
　共産党の小池晃書記局長は５日の記者会見で、民進党代表選に立候補している前原誠司元外相（５４）が共闘を「リセットすべきだ」と発言したのに対し、「公党間の約束は重い。そう簡単に無しという話にはならない」と反発した。
　小池氏は、民進党の岡田克也代表ら現執行部が他の野党と交わしてきた「国政選挙でできる限りの協力を行う」との合意について「１回、２回ではない。４回ぐらい確認している。だから無しにはできない」と強調。さらに「参院選での共闘が大きな効果を上げたことは共通の認識。そういう方向で議論は進んでいくだろう」と述べた。
共産書記局長、安倍政権下の改憲反対「継続を」　民進３候補に 
日経新聞2016/9/5 19:35
　共産党の小池晃書記局長は５日の記者会見で、民進党代表選で３候補が憲法改正論議に前向きなことについて「安倍政権のもとでの改憲反対という立場を貫いてもらいたい」と述べた。野党共闘には「公党間の約束は重く、そう簡単に『なし』という話にはならない」と見直し論をけん制した。
　民進党代表選では全候補が共産党などとの共闘の前提として、政策や綱領の一致など掲げている。前原誠司元外相は共闘を進めてきた岡田克也代表の路線に関し「いったんリセットした方がよい」と述べた。
産経新聞2016.9.5 21:51更新 
【民進党代表選】苦悩深める共産党　３候補とも民共共闘の修正を示唆　小池晃書記局長「協力なしにできない」
　共産党が民進党代表選（１５日投開票）の行方に神経をとがらせている。民進党の岡田克也代表が進めた民共の共闘路線について、立候補した蓮舫代表代行、前原誠司元外相、玉木雄一郎国対副委員長の３氏とも修正する意向を示しているからだ。共産党は次期衆院選での民共共闘が大前提の戦略だけに、党はピリピリムードに包まれている。
　「これからの国政選挙でできる限り協力を行うことは（野党間で）４回くらい確認しているのでないか。『なし』にはできない」
　共産党の小池晃書記局長は５日の記者会見でこう強調。今後も共闘路線に変更はないと力説した。
　しかし、代表選の候補からは、岡田路線の修正をにおわす発言が相次いでいる。
　党主流派が擁立した蓮舫氏ですら、１日の産経新聞のインタビューで「私が代表になったらこれまでの連携の延長線上にあるとは思わないでほしい」と言及。
　前原氏に至っては「岡田路線は一度リセットが必要」と断言。自衛隊や日米安全保障条約など４項目の基本政策での一致を共闘の条件に掲げている。玉木氏も「理念、政策の違う政党と一線を画していくことは大原則だ」としている。
　小池氏は、火消しに躍起だ。５日の会見では、前原氏の主張に「野党共闘の中には、日米安保への態度や自衛隊に対するわれわれの政策は持ち込まないと、繰り返し表明している」と反論。７月の参院選で共闘の効果が出たとして、「巨大与党と対（たい）峙（じ）するには野党の協力が必要だ」と訴えた。
　小池氏は、衆院福岡６区と東京１０区の両補欠選挙（１０月２３日投開票）でも民共の候補一本化を目指す考えを改めて強調した。「参院選で、戦後初めて全国的な野党共闘の一角に加われた」（共産党関係者）実績を手放したくない共産党。次期衆院選に向け、「抱きつき戦術」をやめたくない本音が透けてみえる。
共産党書記局長 野党連携を継続すべきと強調
ＮＨＫ9月5日 21時01分
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共産党の小池書記局長は、記者会見で、次の衆議院選挙に向けた野党連携について、「国政選挙で、できるかぎりの協力を行うとした公党間の合意は重い」と述べ、継続すべきだという考えを強調し、民進党代表選挙での議論をけん制しました。
次の衆議院選挙に向けた民進党や共産党などの野党連携をめぐって、民進党代表選挙に立候補している３人の候補者は、いずれも理念や政策の一致が前提となるという認識を示しています。
これについて、共産党の小池書記局長は記者会見で、「先の参議院選挙でも、『安全保障法制の廃止』や『格差の是正』といった政策的な一致があった。野党連携には、われわれの政策は持ち込まないと繰り返し表明しており、次の衆議院選挙でも、何の障害もない」と指摘しました。
そのうえで、小池氏は、「国政選挙で、できるかぎり協力するというのは党首間で何度も確認、合意している。公党間の約束は重く、そう簡単に『なしよ』とはならない」と述べ、連携を継続すべきだという考えを強調し、民進党内の議論をけん制しました。
しんぶん赤旗2016年9月6日(火)

野党共闘、公党間の合意に基づいて議論を　小池書記局長が会見

　日本共産党の小池晃書記局長は５日、国会内で記者会見し、民進党代表選で野党共闘をめぐって出ている議論について問われ、「日本共産党は、野党共闘に安保条約や自衛隊に対する共産党独自の政策は持ち込まないと繰り返し表明しています。天皇制についても、綱領で天皇の制度を含めて憲法の全条項を守ることを明確にしています。また、当面の政治課題になっているわけでもありません。野党の共闘にとって何の障害にもなりません」と強調しました。

　小池氏は、４野党の間で、これからの国政選挙でできる限りの協力を行うことを何度も確認し、アベノミクスによる格差と貧困の拡大を是正することなどに加えて、１５本の共同法案や市民連合との間で確認した１９項目の政策など共通政策を豊かに発展させてきたことを強調。「公党間の合意は重い。これまでの合意に基づいて議論し、さらに発展させていきたい」と表明しました。

　そのうえで小池氏は、民進党代表選で憲法審査会の議論に積極的に参加していくといった議論が出ていることにふれ、「４野党は党首会談で『安倍政権のもとでの憲法改悪に反対する』ことを合意しています。そして、憲法審査会は憲法を一般的に議論する場ではなく、改憲案および改憲発議の審査を目的とする機関です。そのことを踏まえて対応するべきです。政党間の合意に基づいて改憲反対という立場を貫くことを求めます」と述べました。

公明代表「テロ防止に法整備を」　共謀罪変更案で

共同通信2016/9/5 11:23

　【ハバナ共同】公明党の山口那津男代表は4日夜（日本時間5日午前）、訪問先のキューバで同行記者団と懇談し、政府が「共謀罪」の名称と構成要件を変えた組織犯罪処罰法改正案を国会提出する方向で調整を進めていることに理解を示した。「テロが起きないような法整備が重要だ。議論の積み重ねがあったので、よく検討し法案を準備すべきだ」と述べた。

　同時に、捜査機関による拡大解釈で人権侵害が生じるとの懸念を踏まえ「実行行為を構成要件とするのが本来だ。予備的な準備行為は、いたずらに（処罰の対象が）広がらないよう検討する必要がある」と強調した。

共謀罪法案、公明容認へ　山口代表、提出時期は明言せず
朝日新聞デジタルハバナ＝南彰2016年9月5日20時00分
　犯罪の計画段階で処罰する「共謀罪」の構成要件を変更する形で安倍政権がまとめた「テロ等組織犯罪準備罪」法案について、公明党の山口那津男代表は４日（日本時間５日）、「テロなどが起きないように法的根拠を整えておくことは重要だ」と述べ、基本的に容認する考えを示した。
　訪問先のキューバ・ハバナ市内で記者団に語った。
　山口氏は「（２０１９年に）ラグビーＷ杯やプレ五輪を控える状況」として、早期の法整備が必要と強調。「出す以上は成立させることが大きな課題だ」と明言した。
　また、捜査当局の拡大解釈に対する世論の懸念を念頭に、「どういう行為が処罰の対象になるのか、テロ防止に効果を発揮できるのかを詰めたうえで国民に説明する必要がある」としたうえで、法案の提出時期については「見通せる状況ではない」と明言を避けた。
　「共謀罪」法案は０３年以降、小泉政権が国会に３回提出。０６年には公明党は自民党とともに修正案を出したが、与野党協議がととのわず廃案になった。公明党幹部は「改めて党内議論が必要だ」と語り、法案の国会提出前に、自公間でも協議に入りたい考えだ。（ハバナ＝南彰）
産経新聞2016.9.5 12:26更新 
公明・山口那津男代表「テロ防止に法整備を」　共謀罪変更案に理解
　公明党の山口那津男代表は４日夜（日本時間５日午前）、訪問先のキューバで同行記者団と懇談し、政府が「共謀罪」の名称と構成要件を変えた組織犯罪処罰法改正案を国会提出する方向で調整を進めていることに理解を示した。「テロが起きないような法整備が重要だ。議論の積み重ねがあったので、よく検討し法案を準備すべきだ」と述べた。
　同時に、捜査機関による拡大解釈で人権侵害が生じるとの懸念を踏まえ「実行行為を構成要件とするのが本来だ。予備的な準備行為は、いたずらに（処罰の対象が）広がらないよう検討する必要がある」と強調した。
　任期満了に伴う党代表選への自身の対応に関し「帰国後速やかに対応をはっきりさせたい」と述べるにとどめた。党内では山口氏の無投票５選が有力視されている。代表選は９日に立候補の受け付けを行い、１７日の党大会で選出される。（共同）
公明 山口代表 「共謀罪」法案の提出準備に理解
ＮＨＫ9月5日 13時19分
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公明党の山口代表は訪問先のキューバで記者団に対し、「共謀罪」の構成要件を厳しくして罪名も変更する、組織犯罪処罰法の改正案をめぐり、法務省が国会提出の準備を進めていることに理解を示す一方、提出にあたっては内容の説明を十分尽くすべきだと指摘しました。
テロなどの謀議に加わった場合に処罰の対象となる「共謀罪」をめぐって、法務省は適用範囲を限定し、構成要件を厳しくしたうえで、「テロ等組織犯罪準備罪」に罪名を変更する組織犯罪処罰法の改正案を、早期に国会に提出したい考えで準備を進めています。
これについて公明党の山口代表は、日本時間の５日午前、訪問先のキューバで記者団に対し、「２０１９年のラグビーのワールドカップや、２０２０年の東京オリンピックなどを控え、日本も国内法をきちんと整備して、テロが起きない法的環境を整えていくことは重要だ」と述べ理解を示しました。
一方で山口氏は、「過去の『共謀罪』の議論では、あらぬ誤解も多々あったので、いたずらな懸念が及ばないよう、テロの防止に効果があるのかどうかなど、わかりやすく説明する必要がある」と指摘しました。
産経新聞2016.9.5 06:35更新 
【自民党総裁任期延長論】二階俊博幹事長「安倍首相の後は安倍首相」　３期９年案や多選禁止撤廃案を論議へ　ポスト安倍はピリピリ…石破茂氏「党員含め結論を」　岸田文雄外相「時期尚早だ」

自民党総務会に臨む二階俊博総務会長＝東京・永田町の自民党本部（斎藤良雄撮影） 
　自民党は、平成３０年９月までの安倍晋三首相の党総裁任期延長をめぐり、月内にも議論を本格化させる。任期を「連続２期６年まで」としている党則について、「連続３期９年まで」とする案や多選禁止の撤廃案が浮上。「ポスト安倍」の面々からは異論も出ているが、これまでも総裁任期は派閥の力関係などで変遷してきた過去を持つ。
　二階俊博幹事長は２日のＴＢＳ番組の収録で「安倍首相の後は安倍首相だとの声が多い」と述べ、任期延長に重ねて積極的な姿勢を示した。今年中に結論を出し、来年１月に開催予定の党大会で党則を改正する日程が有力視される。
　協議の場となる「党・政治制度改革実行本部」の本部長に就いた高村正彦副総裁は「連続３期９年まで」とする案を披露。古屋圭司選対委員長は多選禁止の撤廃案を唱える。
　党執行部は任期延長に前向きだが、ポスト安倍をうかがう石破茂前地方創生担当相は４日、神奈川県小田原市で記者団に「自民党は国会議員だけの政党ではない。党員も含めた党全体の議論の末に結論が出るものだ」と述べ、執行部の動きを牽制した。
　岸田文雄外相は「時期尚早だ」と指摘し、将来の首相候補とされる小泉進次郎党農林部会長も「急いで議論すべきことか」と難色を示す。
　しかし、「３期９年」は２年後の総裁選で安倍首相以外の出馬を妨げるものではない。そもそも安倍首相は「３期目」について「全く考えていない」と明言。岸田氏に近い小野寺五典政調会長代理も４日のフジテレビ系番組「新報道２００１」で、「３期９年」に賛同しつつ、「安倍首相の任期（を延長する）ということではない」と述べた。
　石破、岸田両氏には、安倍政権が長く続けば自身の出番が遠のくとの警戒感が根強い。こうした党内の攻防は過去にもあった。
　総裁任期は当初２年で回数制限はなかったが、７年８カ月の長期政権を築いた佐藤栄作首相（当時）の後に派閥抗争が激化。１期３年に延長されていた任期は昭和５２年に２年に戻り、５５年には連続３選を禁じた。
　６１年の衆参同日選で大勝した中曽根康弘首相（同）は特例で１年長く務めたが、派閥政治の時代が去り、国民的な人気を誇った小泉純一郎首相時代に再び１期３年となるなど、総裁の任期は党内事情で見直しが繰り返されてきた。
「ここは沖縄の人の土地だ」元米兵ら基地撤去訴え　嘉手納ゲート前

沖縄タイムス2016年9月5日 07:46

　元米兵らの米市民団体「ベテランズ・フォー・ピース（ＶＦＰ）」のメンバー８人が２日、沖縄県嘉手納基地ゲート前の抗議行動に加わった。警備する基地従業員や基地内に向かって「ここは沖縄の人の土地であり、米軍の土地ではない」と呼び掛けた。米軍基地の存在そのものへの疑問と反対の意見が相次ぎ、県内の全基地を撤去すべきだと訴えた。



ＶＦＰメンバーと共にゲート前で「Ｗｅ　ｓｈａｌｌ　ｏｖｅｒｃｏｍｅ（勝利の日まで）」を合唱する参加者＝２日午前、沖縄市山内・嘉手納基地第５ゲート

　毎週金曜日早朝に行われる嘉手納基地ゲート前での抗議行動は北谷町砂辺の第１ゲートで４月に始まり、７月からは計４カ所に拡大。ＶＦＰメンバーは６人が来沖し嘉手納基地への抗議に初めて参加した。沖縄市山内の第５ゲートでは日米の計４０人が今後も連携して闘うことを確認した。

　ＶＦＰ全国組織理事、タラク・キャウフさん（７１）は「米軍は沖縄を守るために駐留するというが、完璧なうそだ。多くの米国人は米政府が国外に基地を置くことを歓迎していない」と指摘した。

　アフガニスタンとイラクの戦争に従軍したウィル・グリフィンさん（３１）は「世界各地に米軍基地があるが、それぞれ反対運動がある。沖縄の闘いは孤独ではない」と市民を激励した。

しんぶん赤旗2016年9月6日(火)

沖縄・うるま市　海兵隊基地いらない　島ぐるみ会議　ゲート前集会

	[image: image10.jpg]



（写真）米海兵隊司令部が置かれるキャンプ・コートニーのゲート前で「海兵隊は出ていけ」と書かれたプラカードを掲げてデモ行進する人たち＝５日、沖縄県うるま市


　沖縄県うるま市の市民らがつくる「うるま市『島ぐるみ会議』」は５日、米海兵隊司令部が置かれるキャンプ・コートニーのゲート前で海兵隊撤退を求める集会を開きました。

　同市で起きた元海兵隊員による女性暴行殺人事件への抗議や、辺野古新基地建設、東村高江の米軍ヘリパッド建設の断念を訴え、英語と日本語で「海兵隊は出ていけ」「基地はいらない」などと唱和し、ゲート前をデモ行進しました。

　集会は、８月２９日にコートニー前で初めて開いたのに続き２回目。毎週月曜の午後４時から定期的に開催します。

　米兵らがゲート付近や高台から様子をうかがう中、元裁判官の仲宗根勇共同代表は「私たちの行動は軍事権力を震撼（しんかん）させている。全基地を撤去するまでこの行動を全世界に発信していこう」と呼びかけました。

　幹事の佐々木末子さん（６８）は「基地の前の海はモズクの漁場だけど、米軍提供水域なので許可がないと収穫できない。はやく米軍のフェンスを取っ払って自由に出入りできるようにしたい」と語りました。

　同市の女性（６５）は「高江などに行きたくても遠くて行けないという人もいる。住んでいるところでも基地反対の行動をしていると知らせて、声を上げることが大事。各地の行動が勝利に導く」と力を込めました。

しんぶん赤旗2016年9月6日(火)

県道封鎖し搬入強行　沖縄・高江　機動隊が市民囲み
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（写真）抗議する市民を路肩に囲い込んでダンプカーを通行させる機動隊＝５日、沖縄県東村高江


　米軍ヘリパッド＝オスプレイパッド（着陸帯）の建設工事が強行されている沖縄県東村高江で５日、機動隊が付近の県道を封鎖する中、ダンプカー２０台分の砂利の搬入が強行されました。

　国頭（くにがみ）村内の砕石場を出たダンプ１０台は、午前１０時すぎに米軍北部訓練場のＮ１地区ゲート内に入り、同訓練場のメインゲート内に設置した仮置き場からも同じ１０台で砂利を運び込みました。その間の少なくとも２時間以上、機動隊が付近の県道７０号線を封鎖し、抗議する市民を路肩に囲い込んでダンプを往来させました。歩行者を含めて通行が妨げられ、引き返す車両もありました。

　ヘリパッドいらない住民の会の田丸正幸さん（４７）は「住民の通行を規制してまで砂利を搬入させることは異常としか言いようがない。作業員とみられる人物を警察車両で搬送する姿も目撃され、国家権力が総がかりで工事に加担している印象だ」と批判しました。

　同日、工事の本格化が狙われるＨ地区とＧ地区につながるゲートへの資材の搬入はありませんでした。

「県紙偏向」主張は差別　安田浩一さん、根底の“思い込み”指摘

琉球新報2016年9月5日 05:01 
　新刊「沖縄の新聞は本当に『偏向』しているのか」（朝日新聞出版）の出版記念講演会が４日、那覇市のジュンク堂書店那覇店で開かれ、約７０人が著者の安田浩一さん（５１）の話に耳を傾けた。「琉球新報と沖縄タイムスの二つの新聞は偏向している」という主張について「思い込みによる差別で、それを許す日本社会が一部にある。それが許せなかった」と、出版に至った経緯を説明した。
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「思い込みによってつくられた『沖縄』への差別だ」と、県内２紙への偏向批判を分析する安田浩一さん＝４日、ジュンク堂書店那覇店
　安田さんは、県内２紙が「基地問題ばかり取り上げる」「共産党に支配されている」など、インターネット上などで批判されている現状に触れ、「沖縄を知った気になっている人が思い込みで『沖縄』を記号化し、県内にも多様な考え方があるという部分が全く抜け落ちたまま『沖縄』という記号に対して憎悪を向けている」と指摘した。
　講演後、参加者から「右翼的な考えが一般市民にも通りやすくなっていると感じるが、その背景は何か」と問われた安田さんは、「インターネットで過激な言説があふれることによって差別のハードルが下がり、自由に罵詈（ばり）雑言を飛ばせる社会をつくってしまった」と答えた。　
「長崎原爆戦災誌」の英語版製作　実相、改めて世界に

共同通信2016/9/5 08:409/5 08:41updated
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長崎市が国と協力して作った「長崎原爆戦災誌」の英語版　長崎市は、国と協力して、被爆した市民や街の惨状をまとめた記録「長崎原爆戦災誌」の英語版を作った。戦後71年がたち、世界に改めて被爆の実相を伝えるのが狙い。

　長崎市が編さんした戦災誌全5巻（A5判）のうち、第1巻の総説編、約700ページ分を英訳。大やけどを負った被爆者らの様子や、爆心地近くの学校や病院といった建物が崩壊した状況などを、A4判約380ページにまとめた。国立長崎原爆死没者追悼平和祈念館が、2006年から翻訳作業を進めていた。

　被爆した小学校など、日本語版では未掲載の写真を追加。また、外国人の読者が市内の地理を把握しやすくなるように工夫した。

川内原発の一時停止、再度要請へ　鹿児島知事が週内に
朝日新聞デジタル2016年9月5日18時52分
　鹿児島県の三反園訓知事が、川内原発（鹿児島県薩摩川内市）の一時停止要請に応じないと九電が５日に回答したことを受け、週内に再度、停止を要請する方針を固めたことが県関係者の話でわかった。速やかに一時停止して点検に入るよう再び求め、避難計画への支援についても、さらなる強化を求めるとみられる。
　三反園知事は８月２６日、熊本地震後に原発の安全性や避難について不安が高まっているとして、川内原発を直ちに一時停止して再点検することや、自治体の避難計画の支援体制強化などを九電の瓜生道明社長に要請した。瓜生社長は今月５日、１０月以降の定期検査に合わせて特別検査を実施する方針を記した回答書を手渡した。三反園知事はその際、「極めて遺憾」と述べていた。
川内原発の停止拒否　鹿児島県知事が「遺憾」　地元の同意拡大など課題

東京新聞2016年9月6日 朝刊

 　九州電力は五日、鹿児島県の三反園訓（みたぞのさとし）知事が要請した川内（せんだい）原発の即時一時停止には応じないことを、三反園氏に伝えた。十月以降の定期検査で設備点検をし、通常より点検項目も増やすとしたが、三反園氏は「極めて遺憾」と述べた。川内原発には避難計画の実効性のほか、立地する薩摩川内市しか再稼働協議に参加できないなどの問題がある。三反園氏が今後、どんな手を打つかが焦点になる。

　この日、三反園氏は県庁で九電の瓜生（うりう）道明社長から回答書を受け取った。

　九電は熊本地震の影響は既に確認済みだと強調。１号機は十月、２号機は十二月に定期検査に入る予定で、停止中の二、三カ月の間に、検査項目とは別に、圧力容器や使用済み核燃料を収納するラックに問題がないかを水中カメラで確認することで理解を得たい考えを示した。

　三反園氏が要請していた避難計画への支援体制の強化については、三十キロ圏の自治体に避難用車両十数台を追加配備するほか、事故時には社員らが駆け付け、山間部などの高齢者避難を助ける方針を示した。

　九電から若干の回答を引き出した三反園氏。今後は避難計画など山積する問題を、知事としていかに解決できるかが焦点となる。

　原発で冷却機能が失われるなどの事故が起きれば、五キロ圏の住民をいち早く逃がすため、その外側の住民は自宅や避難所で屋内退避するのが原則とされる。しかし、熊本地震では避難所の天井の一部が崩れるなどの被害が発生した。避難指示が五キロ圏外にも及ぶと、避難ルートの確保や渋滞の回避、住民への確実な指示伝達、一部住民に関しては熊本県と受け入れ態勢を整える必要もある。

　再稼働の地元同意では、県と薩摩川内市だけが協議に加われる。

　福島第一原発の事故後、薩摩川内市に隣接するいちき串木野、阿久根両市は意見を言うことができるようになったが、地元同意の枠組みからは外されている。鹿児島、出水（いずみ）、日置、姶良（あいら）の四市とさつま、長島の二町は、事故時は連絡をもらえるようになったが、再稼働には意見すら言えないのが現状だ。

　福島の原発事故では、三十キロ圏のほぼ全ての地域で住民が行政の指示で避難を迫られている。事故被害の現実と、川内原発周辺の自治体の発言権には大きなずれがある。そのあり方は、知事が変えられる。　（荒井六貴）
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川内原発の即時停止応じず　九電、鹿児島知事の要請拒否　

東京新聞2016年9月5日 夕刊

	 鹿児島県の三反園訓知事（右）に、川内原発の即時一時停止に応じないとする回答文書を手渡す九州電力の瓜生道明社長＝５日、鹿児島県庁で
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　鹿児島県の三反園訓（みたぞのさとし）知事から川内（せんだい）原発（同県薩摩川内市）の即時一時停止を要請されていた九州電力の瓜生道明社長は五日、県庁で三反園知事と面会し、即時一時停止には応じない意向を回答した。法定の定期検査の中で、三反園知事が求める設備点検などを実施する方針を伝えた。

　回答書を受け取った三反園知事は「（即時停止要請に応じてもらえず）極めて遺憾だ。必要なら安心・安全対策をあらためて要請する」と強い口調で述べた。知事に原発を停止する法的権限はないが、三反園氏が再度停止を要請するかどうかが注目される。

　回答書で九電は、熊本地震の川内原発への影響について「熊本地震直後に、速やかに設備の一斉点検を実施し、損傷・漏洩（ろうえい）等の異常がないことを確認」していると表明。三反園知事の要請を踏まえて、定期検査に合わせて「特別点検」を行うと表明した。

　九電は特別点検に向け、約四十人でつくる「総点検チーム」を設置。定期検査項目に加え水中カメラによる原子炉圧力容器内の点検、使用済み核燃料保管場所の機器に問題がないかの確認などを行うとしている。

　三反園知事が求める活断層調査については、九電は「国の審査で『妥当』との判断を受けている」とした上で、川内原発周辺の地震観測点を十九カ所から三十カ所程度に増設し、詳細な調査・分析を行うと回答した。

　避難支援では、原発から五キロ圏内の山間部に住む高齢者の避難支援を行うほか、原発三十キロ圏内では新たに避難用福祉車両十数台を追加配備するとした。また、迅速で丁寧な情報発信も行い、県民の不安解消につなげたい考えを示した。

　回答書を手渡した瓜生社長は「原発の安全性を持続的・継続的に高めていくことが大事だ」と述べ、回答内容への理解を求めた。

◆検査、停止後の対応焦点

　＜解説＞　九州電力が五日、鹿児島県の三反園訓知事が求めた川内原発１、２号機の一時停止要請に応じないと回答した。予想通りの結果だが、１号機が十月、２号機が十二月に定期検査で停止してから二、三カ月後には検査を終え、再稼働の是非が問われる。それまでに、知事がどう対応するかが焦点となる。

　知事に期待されるのは主に三点。まず県が、九電の言いなりでない形で、どう原発の安全性を判断するのか。停止を命じる権限はなくとも、安全協定に基づく立ち入り調査は可能だ。その結果を基に改善を求めることができ、九電には「誠意をもって措置」（安全協定）する責務がある。

　二点目は、避難計画の見直し。前知事は重大事故は起きないことを大前提に「避難計画を実行することはないだろう」と楽観的だった。三反園氏は既に地元を視察し計画見直しの必要性を明言している。三十キロ圏の人口は二十万人を超え、熊本県に避難予定の人もいる。地震でともに被災した場合のことも検討する必要がある。

　三点目は再稼働への地元同意が、県と薩摩川内市だけでいいのか再検討することだ。原発三十キロ圏の九市町のうち、薩摩川内市以外は地元同意の枠組みから外されている。

　福島の原発事故で放射能汚染は広域と判明し、三十キロ圏の自治体に避難計画の策定が義務づけられた。「被害地元」という当事者なのに、再稼働の協議に加われない重大な矛盾が残っている。　（山川剛史）

しんぶん赤旗2016年9月6日(火)

九電　川内原発停止を拒否　安全軽視に住民怒り　鹿児島　三反園知事「今後も要請」

　九州電力の瓜生道明社長は５日、鹿児島県庁を訪れ三反園訓（みたぞのさとし）知事に対し、８月２６日に要請を受けた川内（せんだい）原発（同県薩摩川内市）の即時一時停止について応じないと回答しました。三反園知事は「熊本地震を受けて、原発をいったん停止させて再点検、再検証すべきだと強く要請した。この回答は極めて遺憾」と表明しました。関係住民からも怒りの声が上がりました。
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（写真）三反園知事（右）に対し、川内原発の即時一時停止に応じないと回答する瓜生社長＝５日、鹿児島県庁


　九電は回答書で、法定の定期検査の中で知事の要請を踏まえた設備などの特別点検を実施するとしました。

　三反園知事は「原発は安全だという意識は捨てていただきたい。二度と原発事故を起こしてはなりません」とのべ、回答書の内容を精査し改めて要請を行う考えを示しました。

　回答書を受け取った後、三反園知事は記者団に対し「住民の安心、安全、不安解消のための対策をもっと講じるように、今後もさらに申し入れたい。詳細は専門家を交えて県庁内で協議していく」と語りました。

　１号機は１０月に、２号機は１２月に定期検査のために運転停止が予定されています。

しんぶん赤旗2016年9月6日(火)

橋落ちたら避難無理　愛媛・伊方原発訓練　台風で海路中止　田中県議が視察

　愛媛県と伊方町は４日、四国電力伊方原発（同町）で地震による重大事故が起き、放射性物質が放出される緊急事態を想定した住民避難訓練を実施しました。日本共産党の田中克彦県議が視察しました。

　佐田岬半島の付け根にある伊方原発から西へ５キロ地点の国道１９７号が地震で寸断され、孤立した半島部の住民が海路で避難するという訓練で、住民約４００人が参加。海上自衛隊艦船と民間フェリーで海路避難する計画でしたが、台風１２号の影響で海路避難は中止されました。

　田中県議は、三机（みつくえ）地区の区長や自主防災会会長、住民らの声を聞きました。

　訓練に参加した男性（６２）は「避難訓練には多くの問題がある。この地域は橋が多い。原発に被害が出るような地震が来たら、橋は完全に落ちる。港まで行くことはできん。高齢者が多く、全員が避難するのはまず無理だ」と訴えました。
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（写真）三崎港で住民避難訓練を視察する田中県議（左端）。台風の影響で船舶への乗船訓練は中止になりました＝４日、愛媛県伊方町


　田中県議は「避難訓練そのものは大事なことだが、合理的で納得のいく避難計画とはとても言えない。住民全員の避難ができないのなら、原発を動かさないことが一番の安全対策だ」と話しました。

戦時下の実態を赤裸々に　同盟通信記者の遺稿出版へ

東京新聞2016年9月5日 夕刊

	 大屋久寿雄が書き残した「戦争巡歴」の原稿
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　日中戦争の勃発から第二次大戦初期にかけて同盟通信（共同通信、時事通信の前身）の北京支局員、ハノイ支局長、欧州移動特派員などを務めた大屋久寿雄（おおやくすお）（一九〇九～五一年）の「戦争巡歴」と題した未発表の遺稿が見つかり、執筆から約六十五年を経て月内に出版されることになった。

　事実上のノンフィクション作品で、四百字詰め原稿用紙約二千枚の大作。自身を含む戦時下の日本人記者の実態を赤裸々につづっているほか、中国に親日の汪兆銘政権を築いた工作の詳細も書かれている。出版社は柘植書房新社。

　原稿は四六年から大屋が病死する五一年までの間に書かれた。東京都武蔵野市の長男剛人（ごうじん）氏（故人）宅に長年置かれていたが、数年前からは、大屋について調べていた高橋治男・中央大名誉教授（フランス文学）とジャーナリストの鳥居英晴氏が引き取り、内容の精査を続けてきた。

　「支那事変」「和平工作」「欧州戦争」「太平洋戦争」の四部構成で、大屋がスクープした三八年の汪兆銘ハノイ潜入の取材顛末（てんまつ）、第二次大戦初期のドイツの様子などが風景や人物描写、さらには自身の女性遍歴を交えて子細に描かれている。

　同盟通信編集局次長だった岡村二一（にいち）（戦後に東京タイムズ社長）が、松岡洋右外相に同行してソ連、欧州を回って帰国後「ヒトラーの手のひらは実に柔らかい」と得意げに話していたなど、戦時下のメディア内部の逸話も多い。大屋は自身の名だけを「太田三吉」と変え「小説の形を借り」て執筆したとしているが、実名で登場する報道、外交、軍関係者は数百人に上る。

　＜大屋久寿雄（おおや・くすお）＞　１９０９年に福岡県千手村（現嘉麻市）で生まれる。東京の成城高校卒業後にフランスに渡り、リヨン大文学部で学ぶ。パリでは渡航中の作家林芙美子、プロレタリア作家アンリ・プーライユと親交を結んだ。３３年に同盟通信の前身の新聞聯合社に入社。３７～３９年に同盟通信特派員として中国北部、ハノイ、欧州に駐在。この間、汪兆銘のハノイ潜入をスクープした。太平洋戦争中に日本放送協会に出向。４５年８月１０日には日本のポツダム宣言受諾方針を軍や情報局の許可を得ずにいち早く伝えた対外放送に関わる。戦後は時事通信で事業局長となるが、５１年に病死。

爆笑問題・太田さん「巨泉さんの言葉、肝に銘じる」
朝日新聞デジタル2016年9月5日23時03分
　５日に東京都内のホテルで開かれた大橋巨泉さんの「お別れの会」には、親交があった多くの関係者が参列し、記者団の取材に応じた。
■関口宏さん「あれだけしたいことが出来て、うらやましい」
　我々の大先輩。あれだけしたいことが出来て、うらやましい。仕事に関しては幸せだったと思う。
　永（六輔）さんと、こんなに近くに一緒に逝かれるというのは、何か運命的なものを感じちゃう。私も、いずれ向こうで会うんですから、そのときにたっぷり話します。
　巨泉さんと僕ではやり方が違っていたからね、強引に押し通す方法を教えてもらえたら（笑）。奥様はご立派でしたね、あっぱれだ。
■ビートたけしさん「こんなに明るいしのぶ会」
　悲しいというより、寂しくなるなあ。巨泉さん自身（の人生）を考えると、幸せだったと思う。
　巨泉さんや（立川）談志さんが「たけしがいい」と才能を認めてくれたことが、テレビに出て行く助けになった。ニュージーランドやカナダ、だいたいのところに連れて行ってくれた。謹慎や交通事故の時は居候させてくれて、「いい休みだと思え」と気にかけてくれた。
　こんなに明るいしのぶ会をやらせたのは、巨泉さんの力だと思う。他だったらわざとらしく泣いたりなんかしなきゃいけないんだけど、今日は笑いながら（涙を）こらえたってのはありがたいですよね。それだけ偉大な人だったですね。
■竹下景子さん「番組を作る天才でした」
　番組で本当に楽しくご一緒させていただいたが、巨泉さんは番組を作る天才でした。３０分の番組を生放送のように数分違わずやっていて。
　最初は私も女子大生でしたが、そのうち番組に宮崎美子ちゃんや、かわいい人たちが来るようになったら、とたんに冷たくなりました（笑）。
　巨泉さんは見事に番組での役割というのを、設計図をつくって進行していたんだと今になって分かりました。巨泉さんにとって番組が子どものようなもので、すごく大事にされていたんだと思います。
■うつみ宮土理さん「テレビの世界、心もとなく」
　巨泉さんとキンキン（愛川欽也）で「１１ＰＭ」をやっていて、同じ昭和９年生まれで、男の友情みたいなものがあった。戦争体験者という共通点もあり、戦争反対、平和が一番という、自分の生きるポリシーが同じだったので。
　テレビの世界も、大人の意見を言える人やリードしてくれる人がいなくなって、少し心もとない。本当にあったかい人たちが逝ってしまった。
■太田光さん「おやじと出来なかったことをやれた」
　巨泉さんとは、おやじの同世代として、戦争のことや政治のこと、ぶつけたい疑問を全部ぶつけて大げんかして、それでも答えてくれた貴重な存在でしたね。おやじと出来なかったことを、巨泉さんとやれた。
　ありがたかったですね。だからさみしいです。
　やっぱり絶対平和主義っていうのは、巨泉さんがずっと貫いてきたこと。二度とこの国は戦争しちゃいけないんだって。
　「いま当たり前だと思っていることが１８０度ひっくり返ることがあるんだから、お前は絶対それを信じるな。いまの価値観を常に疑ってかかれ」。巨泉さんも愛川（欽也）さんも、僕に「最後にそれだけは言っとくよ」と。肝に銘じます。
社説　今、憲法を考える（７）　変えられぬ原則がある

東京新聞2016年9月6日

 　基本法（憲法）を六十回改正したドイツを例に挙げ、日本国憲法改正を促す声もある。国の分断時に制定された基本法の暫定的性格が改正を容易にした面もある。

　ドイツは、人間の尊厳不可侵など、基本法の基本原則は曲げてはいない。

　芸術を愛したバイエルン国王ルートウィヒ二世が築いた城があるヘレンキームゼー島。敗戦後、湖水にうかぶ景勝地に州首相らが集まって、草案をまとめた。

　草案をもとに、各州代表六十五人による議会評議会は、西ドイツの首都ボンで、八カ月かけて基本法を制定した。日本国憲法施行二年後の一九四九年だった。

　戦勝国の米英仏は、基本法に盛り込むべき人権、自由の保障などの基本原則を示した。

　しかし、議会評議会議長アデナウアー（のちの首相）が主導権を握り、「押し付けられた」との意識はない。

　占領下だった。将来の東西統一後、選挙で選ばれた代表によって「国民が自由な意思で」憲法を制定するとし、基本法と名付けた。分断を固定させまいとの思いを込めた。

　しかし九〇年、新たな憲法制定より統一を急ぐことを優先し、基本法を旧東ドイツ地域にも適用する手法を採った。

　基本法の呼称のまま、国民に定着している。

　改正には上下両院の三分の二以上の賛成が必要だが、日本と違って国民投票の必要はない。

　国の根幹に関わったのは、軍創設と徴兵制導入に伴う五〇年代の改正、防衛や秩序維持など「非常事態」に対処するための六八年の改正だった。

　冷戦の最前線にあった分断国家が必要に迫られてのものだった。

　改正が許されない基本原則もある。基本法七九条は、人間の尊厳の不可侵、民主的な法治国家、国民主権、州による連邦主義などに触れることは許されていない、と規定している。

　いずれも、ヒトラー政権下で踏みにじられてきたものだ。ナチスのような暴政を繰り返すまいとの決意表明である。国是と言ってもいいだろう。

　日本にもむろん、守るべき憲法の精神がある。

社説　今、憲法を考える（６）　ドイツ「派兵」の痛み

東京新聞2016年9月5日

 　日本と同じく敗戦国でありながら、ドイツは一九五〇年代、基本法（憲法）を改正し、再軍備を明記した。基本法を起草した西ドイツの議会評議会は、軍国ドイツ復活を警戒する米英仏を刺激することを避け、自国防衛の規定を入れなかった。

　ところが、冷戦の激化で情勢は一転。米国など西側陣営は、朝鮮戦争に危機感を強め、ソ連に対抗する北大西洋条約機構（ＮＡＴＯ）を設立、再軍備を認める。

　基本法改正で軍を創設、徴兵制（最長時兵役十八カ月、今は凍結）を導入した。

　ただし、派兵はＮＡＴＯ域内に限った。

　さらなる転機は一九九一年一月の湾岸戦争だった。ドイツは日本と同様、派兵を見送り、巨額の支援をしながらも国際的批判にさらされた。

　保守中道のコール政権は基本法は変えないまま、ＮＡＴＯ域外のソマリア内戦国連平和維持活動（ＰＫＯ）に参加し、旧ユーゴスラビア紛争では艦隊を派遣する。国内で激化する違憲・合憲論争を決着させたのが、連邦憲法裁判所だった。

　九四年、議会の同意を条件に域外派兵は可能、と判断した。指針が示され、軍事力行使拡大への道が開かれた。

　よりリベラルなはずの社会民主党・緑の党連立のシュレーダー政権は、ユーゴからの独立を宣言したコソボ問題でＮＡＴＯ軍のユーゴ空爆に加わった。「アウシュビッツを繰り返さない」－少数民族の虐殺を許さないという人道上の名目だった。

　同盟国と軍事行動に参加し、国際協調を貫く－そんなきれいごとだけでは終わらなかった。さらに戦争の真実を知らしめたのは、アフガニスタンへの派兵だった。

　ドイツが任されたのは安全とされた地域だったが、十三年間にわたる派兵で、五十五人の兵士が亡くなった。市民百人以上を犠牲にした誤爆もあった。

　退役後も心的外傷後ストレス障害（ＰＴＳＤ）に苦しむ若者の手記はベストセラーになった。独週刊誌シュピーゲルは、いやおうなく激戦に巻き込まれていった検証記事を掲載し、派兵を批判した。

　戦場では見境もなくエスカレートし、命を奪い合う。政治の論理や机上の作戦では、修羅場は見えない。派兵への歯止めを外したドイツは今も苦しむ。
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